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第1　はじめに

　私は、鹿沼市水道事業懇談会（以下「懇談会」という。）に関する次の資料を入手しました。委員名簿は入手していません。

· 鹿沼市水道事業懇談会（第1回）説明資料

· 鹿沼市水道事業懇談会（第２回）説明資料

· 第1回鹿沼市水道事業懇談会会議録

　これらに基づき、懇談会に関する問題点を以下に記します。市が情報を十分に出していないと思われるので、敢えてこまごまと書きます。

　

　最大の問題点は、市が、「「安定した水量の供給」を満たすためには、表流水取水が必要ではある」（鹿沼市水道事業懇談会（第1回）説明資料（以下「第1回資料」という。）p９）とか、「安定供給を行うためには新たな水源の確保は必要となる見通しです。（リスクマネージメントからは地下水源以外の別系統が望ましい）」（鹿沼市水道事業懇談会（第２回）説明資料（以下「第２回資料」という。）p２１）と断定していることです。

　そのように断定する根拠は、「新規に整備すべき浄水場等の是非及び規模は、地下水の適正利用量を基準として、堅実な取水量の把握をする」（第２回資料p２１）とする考え方です。上水道における「地下水の適正利用量」がキーワードになっています。

　そして、「現在の適正利用量は、冬枯れの問題が生じた平成１４〜１６年調査に基づく『鹿沼市地下水調査報告書』（平成１６年３月）」で報告されたもの」（第２回資料p２１）です。

　幸いなことに、懇談会では、「（地下水調査報告書の）再評価についても検討課題となります。」（第２回資料p２１）というのですから、『鹿沼市地下水調査報告書』に定める地下水の適正利用量の妥当性を真っ先に検討してほしいと思います。

第２　「鹿沼市地下水調査報告書」に定める地下水の適正利用量の検証

　１　調査の専門性と客観性に疑問

　地下水調査のことを説明すると長くなりますが、鹿沼市水道ビジョンにとって非常に大事な話なので、敢えて詳しく書きます。

　「鹿沼市地下水調査報告書」の結論の妥当性を判断するには、報告書を書いたのはだれかが問題です。

　鹿沼市は、２００１年度から２００３年度までの３年間に市内の地下水調査を実施しました。調査費用は4,620万円で受託業者は国際航業株式会社です。

　受託会社が鹿沼市地下水調査専門会議を組織し、報告書をまとめました。この組織は次の６人の委員で構成されています。
・埼玉大学地圏科学研究センター教授　佐藤邦明
· 宇都宮大学工学部建設学科教授　長谷部正彦

· 独立行政法人土木研究所水工学研究グループ水理水文上席研究員　吉谷純一

· 栃木県企画部水資源対策室長　河野広実（旧委員高瀬忠男）

· 鹿沼市助役　渡辺南お

· 国際航業株式会社国土マネジメント事業部環境部水環境担当部長　平山利晶
長谷部正彦氏は、宇都宮大学教授ですが、所属は工学部建設学科であり、地

下水の専門家ではありません。宇都宮市の公共事業再評価委員会の委員になったこともあり、同市が湯西川ダム事業に参画することにお墨付きを与えていますので、客観性にも疑問があります。

吉谷純一氏は、独立行政法人土木研究所の研究員です。同研究所は、もと

もとは建設省の下部機関でした。独立行政法人土木研究所の研究員が仮に地下水に詳しいとしても、ハコモノ行政にブレーキをかける発言をするとは思えません。

河野広実氏と渡辺南お氏は、栃木県と鹿沼市の職員ですので、地下水の専

門家ではありません。県も市もダム推進の立場ですので、ダム水を不要とする発言をするはずがありません。

　平山利晶氏がどの程度地下水に詳しいのか不明ですが、調査の受注会社である国際航業株式会社の社員ですから、発注者の言いなりになると思われます。

　消去法で佐藤邦明氏が地下水の専門家なのかもしれませんが、「国土交通省、River Counselor」の経歴もあり、国土交通省から信頼されている学者ですので、客観性に疑問があります。また、後記のように、科学者としての能力にも疑問があります。
　鹿沼市地下水調査専門会議は、専門性にも客観性にも疑問があります。

　２　地下水の適正利用量に関する第5次拡張計画と地下水調査の結果が一致

　鹿沼市は、１９９５年度策定の第5次拡張計画において、上水道水源の適正取水量を日量２３，２００m３としました。

　根拠は、各浄水場における１９９５年の１月から３月までの「期間中の最大取水実績の内、下限値をもって限界取水量とし、この値の70%を適正取水量とすることとする」（「鹿沼市水道事業変更認可申請書（第5次拡張）」p22）というのです。

　具体的に書くと、第1浄水場における２００５年1月中の1日当たり取水量のうちの最大値が６，３８６m３／日でした。２月中のそれは５，７５９m３／日でした。3月のそれは６，５９４m３／日でした。この3か月における三つの最大値のうち、最も小さい値は２月の最大取水量である５，７５９m３／日です。

　この値に７掛けすると、５，７５９m３／日×７０％＝４，０３１m３／日となります。これが第1浄水場の適正取水量であるとするのが、第5次拡張計画での考え方です。この作業を浄水場ごとに行い、積み上げた数字が２３，２００m３／日だというわけです。

　なぜ７０％を乗ずるのか説明されていませんから、かなりいい加減な適正利用量の決め方だと思います。

　冬期は、需要量も減りますし、井戸の能力も落ちますから、１月から３月までの最大取水実績を基準にして地下水の適正利用量を決めたら、低い値になるに決まっています。

　２００８年度の取水実績で言えば、２００８年７月の給水量が約８８０，０００m３／月で、２００９年２月の給水量が約７３１，０００m３です（「上水道のあらまし」（２００８年度版）p５）から、７月には２月の２割増しの取水ができています。冬期の取水実績を基準に適正利用量を決めることは、井戸の能力を過小評価することになると思います。

　それはともかく、１９９５年度の第5次拡張計画では、鹿沼市上水道における地下水の適正利用量は２３，２００m３／日とされました。

　そして２００４年には、３年間の調査の末、鹿沼市上水道における地下水の適正利用量は２３，１８７m３／日とされました。（神様でもないのに、よく1けたまで出すなあと感心しますが。）第5次拡張計画での適正利用量２３，２００m３／日との差はわずか１３m３／日です。率にすれば、

２３，１８７m３／日÷２３，２００m３／日＝９９．９４％の確率で一致しています。

　冬期の取水データに７掛けするという机上の計算と本格的な調査の結果がほぼ一致するのは、偶然にしてはできすぎています。一致するように仕組まれていたと考えるのが自然です。

　　鹿沼市は、地下水の水源量が３８，１００m３／日であると公表してきました。しかし、そんなに地下水が利用できたら、表流水（０．２m３／日）が不要になってしまいます。　だから、地下水源は２３，３００m３／日程度しか使ってはいけないという結論が先にあるのではないでしょうか。

　３　表流水確保を前提とした地下水調査

　２００３年１０月に書かれた中間報告書（案）の結論部分には、「水道水源のための新たな地下水開発は多くを望めない」、「鹿沼市の今後の水道事業展開においては、地下水のみならず地表水も含めた、水源の確保を検討することが望まれる」（xiiiページ）と書かれています。

　また、ⅶページには次のように書かれています。


　鹿沼市地下水調査の目的は、まさにここにあったと思われます。

　第5次拡張計画と地下水調査はつながっていると考えた方が合理的です。

　鹿沼市は、第5次拡張計画において机上の計算で出した上水道における地下水の適正利用量を権威付けるために３年の歳月と４，６２０万円の費用をかけて地下水調査を実施したと見るのが自然だと考えます。

　また、地下水専門会議が２０１０年度に1日最大給水量が５０，５００m３／日になるという第５次拡張計画を無批判に前提としていることも問題です。同計画が過大な需要見積りをしていることは、地下水調査を実施する前から、市議会でも芳田利雄議員などから再三指摘されており、明らかだったからです。

　第5次拡張変更計画では、鹿沼市の1日最大給水量は３７，８００m３／日に下方修正せざるを得ませんでした。５０，５００m３／日という水需要が過大であることに気づかない委員たちの出した結論を尊重するわけにはいきません。

　４　地下水適正利用量は間違い
　鹿沼市地下水調査によれば、「地下水適正利用量とは、井戸枯れなどの地下水障害を引き起こさず、安定的に利用できる地下水量のことを意味」（２００４年３月作成の報告書p４−１）します。

　したがって、適正利用量を超えて利用すれば井戸枯れなどの地下水障害を引き起こすはずです。

　鹿沼市地下水調査では、鹿沼市上水道における地下水の適正利用量は、８４６万m３／年とされました（２００４年３月作成の報告書p４３）。

　近年の鹿沼市上水道の年間給水量は、次のとおりです。

	年度
	年間給水量（万m３）
	適正利用量を超過する水量（万m３）

	２０００年度
	１，０１７
	１７１

	２００１年度
	９８９
	１４３

	２００２年度
	９８７
	１４１

	２００３年度
	９７３
	１２７

	２００４年度
	９７６
	１３０

	２００５年度
	９５４
	１０８

	２００６年度
	９４３
	９７

	２００７年度
	９５８
	１１２

	２００８年度
	９７４
	１２８


出典：「上水道のあらまし」（２００８年度版）

　毎年度、適正利用量を９７〜１７１万m３も超えて取水しているのですから、鹿沼市地下水調査の報告書が正しければ、水道水源の井戸枯れが起きていなくてはいけません。

　ところが、鹿沼市では、近年給水制限を実施していませんし、冬期の節水の呼びかけもしていません。地盤沈下も起きていません。

　したがって、鹿沼市地下水調査による上水道水源の適正利用量は間違っていることになります。

　ちなみに鹿沼市の給水制限は大騒ぎするようなものではありません。

　第1段階制限は配水減圧５％で、第２段階制限は夜間減圧２５％です。

　おそらくはだれにも被害は出ていません。鹿沼市が減圧給水をしていることに気づいた人はほとんどいないと思われます。

　最近、給水制限がないのは、給水区域をブロック化し、水圧を調整することにより水を有効に使っていることにもよると私は推測しています。冬期に取水量が減少するとしても、水圧の調整で済む程度なのですから、何の問題もないと思います。

　５　地下水の水収支がマイナスという結論も誤り

　鹿沼市地下水調査では、「鹿沼市域の地下水貯留量が、現在の地下水揚水量を維持、あるいは今後増加するには不足気味である」（２００３年１０月作成の報告書（案）要約ⅴページ）としています。
  しかし、水源開発問題全国連絡会の嶋津暉之・共同代表は、鹿沼市地下水調査について次のようなコメントをしています。詳しくは、ダム反対鹿沼市民協議会のサイト

http://damhantaikanuma.web.infoseek.co.jp/KanumaWaterService/ShimazuComment.htmlを参照してください。

********************引用開始***************************

調査期間を2001年9月〜2002年8月に限っているが、地下水収支を調べる場合、降水量には大きな変動があるから、調査期間は10年程度の期間をとる必要がある。わずか1年、それも2001年8月に鹿沼市で460ｍｍという大量の降雨があったために地下水位がかなり上昇していた同年9月初めをスタート時点とするのは、水収支の計算期間として明らかに不適切である。

　水位がかなり上がった時点をスタート時点とすれば、その後の1年間に水位が下がるのは当然である。

　2001年9月〜2002年8月の1年間に地下水位が低下したことをもって、地下水収支がマイナスになった調査結果と一致しているとするのはあまりにも非科学的である。
********************引用開始***************************

　また、嶋津氏は、次のようにコメントしています。


　ちょっと分かりにくいと思います。

　ぽたぽたと水滴が落ちる水道の蛇口の下に置いたコップを想像してください。

　コップからの蒸発量の方が落ちてくる水の量よりも多ければ（収支がマイナスならば）、コップの水位は下がっていきます。

　コップの水が常に口いっぱい（水位が一定）ということは、蛇口から入った水があふれ出ているということです。収支がプラスということです。

　地下の帯水層が保持できる水量には限度がありますから、地中に水がたくさんしみ込んでも、地下水位が無限に上がるわけではありません。帯水層が含みきれなくなった地下水は下流域に流れていきます。地下水位が変わらないということは、帯水層が飽和状態まで水を含み、含みきれなくなった分を下流域に流していると推測されるということを言っているのだと思います。

　宇都宮大学の水谷正一教授も「（鹿沼市では）２００１年８月には大きな雨があり、２００２年８月に雨は少ないので、それらの影響が地下水位に表れています。」、「シミュレーションモデルは、この地下水位に合わせて作られ、シミュレーション結果もこの地下水データに追随します。水文年をこの期間に設定するならば、地下水貯留量変化がマイナスになるのは、シミュレーションをするまでもなく明らかです。」と述べています。詳しくは、ダム反対鹿沼市民協議会のサイト

http://damhantaikanuma.web.infoseek.co.jp/KanumaWaterService/ProfMizutaniComment.htmlを参照。

　鹿沼市の地下水収支がマイナスなら、地下水位は低下の一途をたどるはずですが、実際は、そうなっていません。

　次のグラフは、鹿沼市下石川６７１−２にある観測井戸の水位の経年変化です。

[image: image1.wmf]出典：栃木県作成の「栃木県地番変動・地下水調査報告書」（２００７年度版）

　県は、１９８２年から２００７年まで観測しています。地下水位は、９〜１２mの範囲で上下していますが、長期的な低下傾向は見られません。

　もちろん、1か所の井戸の観測結果だけ鹿沼市全域の地下水位が減少傾向にないと言うことはできません。

　鹿沼市が地下水調査の結果が正しいと言うなら、鹿沼市内のどれだけ多くの井戸で地下水位の低下傾向が見られるのかを実証すべきです。

　しかし、鹿沼市はそれを実証できないと思います。

　鹿沼市地下水調査の結論は、嶋津氏と水谷教授によって論破されていると思います。

　嶋津氏がコメントするように、「鹿沼市の地下水位に関しては長期的な低下傾向が全くみられない」のですから、「鹿沼市域の地下水貯留量が、現在の地下水揚水量を維持、あるいは今後増加するには不足気味である」（２００３年１０月作成の報告書（案）要約ⅴページ）という鹿沼市地下水調査の結論は、誤りなのです。

　したがって、鹿沼市域の地下水貯留量が不足気味だから上水道水源からの取水を抑制すべきであるという論理は成り立ちません。

　鹿沼市地下水調査報告書の問題点については、下記のダム反対鹿沼市民協議会のサイトをご参照ください。
http://damhantaikanuma.web.infoseek.co.jp/KanumaWaterService/UGWInvtgtn.html
　６　小括

　以上をまとめると次のとおりです。

（1） 鹿沼市地下水調査報告書をまとめた専門会議のメンバーは、いずれも専門性と客観性に疑問がある。

（2） 鹿沼市地下水調査報告書の結論である、上水道における適正利用量は、既に第５次拡張計画において決まっていた。つまり、鹿沼市上水道における地下水利用量を２３，２００m３／日程度に抑制することは既定路線だった。

（3） 鹿沼市地下水調査報告書は、1日最大給水量５０，５００m３を無批判に前提としている点で不当である。

（4） 「適正利用量」を超えて取水しても地下水障害が起きていないのであるから、鹿沼市地下水調査報告書の定めた「適正利用量」は誤りである。

（5） 鹿沼市域での地下水位は経年的な低下傾向が見られないのであるから、地下水収支がマイナスであるという結論も誤りである。したがって、それを根拠に上水道の地下水源からの取水を抑制する必要があるという理論も誤りである。

　したがって、「鹿沼市上水道における地下水の適正利用量が２３，１８７m３／日である」という命題が正しいものとして議論を進めるべきではないと思います。

　専門的な議論なので、どちらが正しいのか分からないとあきらめずに、懇談会として、例えば鹿沼市から近い場所にある宇都宮大学の長谷部正彦教授と水谷正一教授に何らかの方法で質問して何回か話を聞いたりすれば、委員に専門的な知識がなくてもどちらの主張が正しいかを判定できるものです。
　懇談会として、次の事項を市に確認してほしいと思います。

（1） 長谷部正彦教授や渡辺助役など地下水の専門家でもない人がなぜ地下水専門会議の委員に選ばれたのか。

（2） 鹿沼市上水道において最近井戸枯れは起きているのか。起きていないとすればなぜか。

（3） 鹿沼市の地下水収支はマイナスか。マイナスだとすれば、その期間はいつからいつまでか。

（4） 地下水調査報告書に定める上水道水源の地下水の「適正利用量」は妥当だと考えるのか。妥当だと考えるとすればその理由は何か。

（5） 「適正利用量」は、地下水賦存量から求めたのか。

（6） 「取水可能量」（第1回資料p９）とは、地下水障害が起きない範囲の取水量のことではないのか。

第３　その他の問題点

　１　広く市民の意見を聴く姿勢が市にあるのか

　１２月１８日現在、鹿沼市のホームページに懇談会に関する記事は掲載されていません。

　広く市民の意見を聴く姿勢が市にあるのなら、会議資料と議事録を素早くホームページに掲載するべきだと思います。PDFファイル形式なら、すぐに掲載できるはずです。

　パブリックコメントを募集するのなら、早めに市民に情報を提供するべきです。いきなり情報を出されて、短期間に意見を募集すると言われても、市民は対応できません。それぞれ仕事を持っている人が多いのですから。

　また、パブリックコメント自体を懇談会で議題とすべきです。懇談会が終ったあとで、懇談会とは別個に市民の意見を募集するのでは、懇談会の意義が薄れます。

　なお、水道ビジョンの策定に当たって、そもそも審議会ではなく、懇談会を設置したことも、本格的に市民の意見を聴く気がないからだと思います。

　２　水需要は増大傾向にあったのか

1日最大給水量は以前から減少している

　「これまで増大傾向にあった水需要の動向に変化が現れ始めている」（第1回資料p１）と市は書きますが、「これまで」とはいつまでを指すのでしょうか。

　鹿沼市上水道の水需要は、下図のとおり減少していました。
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実績：「栃木の水道」、「上水道のあらまし」

　鹿沼市上水道の1日最大給水量は１９９５年度の３５，６３６m３／日をピークに減少傾向にあります。１９９５年度までに「これまで増大傾向にあった」と言うなら分かりますが、なぜ２００９年度に「これまで増大傾向にあった」と書くのか理解できません。

有収水量も減少していた

　有収水量も２０００年度の７７８．９万m３をピークに減少傾向にあります。
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出典：「栃木の水道」、「上水道のあらまし」
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出典：「鹿沼市市政年報」

　給水人口1人当たりの年間有収水量も１９９４年度の１１０m３をピークに減少しています。２００８年度は、９８m３ですから、ピークから１１％も減少しています。

1人当たりの給水量はいずれも減少

　下図のとおり、1人当たりの1日最大給水量・1日平均給水量・1日有収水量は、いずれも減少傾向にあることは明らかです。
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出典：「上水道のあらまし」

　市は、なぜ１０年以上前の時点を基準に資料を作るのか分かりません。

　

市の人口推計は当たらない

　鹿沼市上水道の水需要は、将来どうなるのでしょうか。

　鹿沼市の人口は、２００６年1月の合併以来減少しています。今後も増える見込みはありません。

　市は、人口について、「過去１０ヶ年の人口変動傾向から推計した場合」（第２回資料p１８）などという推計をしています。市は、これまで人口推計を何度かしてきましたが、的中したためしがありません。人口推計をやる資格がないのです。国（国立社会保障・人口問題研究所）も当たらない人口推計をやってきましたが、鹿沼市の人口推計よりはましです。どうせ過大な推計しかできないのですから、市が独自に人口推計をやる必要はないのです。国の出した推計値を使えばいいのです。話がややこしくなりますので、「過去１０ヶ年の人口変動傾向から推計した場合」は、無視した方がよいと思います。

給水人口は頭打ちになる

　給水人口実績は、下図のとおり徐々に増加しています。しかし、第５次拡張変更計画では、南摩ダムの完成時期に合わせるかのように、２０１５年度に８６，０００人台になるように無理をして急激に引き上げています。無理をしていることは、グラフから明らかです。実は、給水区域内人口は既に減少を始めていますから、給水人口は２０１５年までに頭打ちになると思われます。

　なお、新市建設計画とは、合併を前提として２００４年度に作成された計画です。
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実績：「上水道のあらまし」、「鹿沼市市政年報」

　実際、第２回資料p１９のグラフに示されているように、人口問題研究所の人口推計を使えば、給水人口は８万人に達することなく頭打ちになることを認めています。

新規水源は不要

　給水人口のピークが８万人だとすれば、1人1日最大給水量が４００リットルだとして、３２，０００m３／日の水源を確保すればいいわけです。

　第1回資料p９では、揚水試験の結果、３７，５９０m３／日の水量が取水できると書いてあるのですから、新規水源は全く不要です。

　３　なぜ「表流水取水が必要」なのか

　鹿沼市水道ビジョンは、「持続」、「安心」、「安定」、「環境」を基本理念とするようです（第1回資料p１）。その一方で、「安定した水量の供給」を満たすためには、表流水取水が必要であると市は決め付けます。

　鹿沼市で表流水と言えば、南摩ダムで開発した水のことです。ダムの寿命は１００年もつかどうか分かりません。他方、鹿沼の人間は、１万年以上も前からダムなしで暮らしてきました。ダムなしの川に頼って暮らす方が持続的です。

　水質の面からも、南摩ダムでためたアオコが張るであろうような水よりも地下水の方が水質が良いことは明らかです。

　地下水の方が表流水よりも降水量に左右されません。

　ダムは地球及び地域の環境を破壊しますが、地下水は、適度に利用する限り、環境を破壊せず、持続的に利用できます。

　鹿沼市の水道が持続、安心、安定、環境という観点から水道事業を運営するなら、表流水を使うという選択はあり得ません。地下水の量がどうしても不足するなら、表流水の利用もあり得ますが、鹿沼市の1日最大給水量は減少傾向にあり、地下水源が減少する見込みはありませんので、表流水を使う必要性はいかなる観点からもあり得ません。

　鹿沼市が持続、安心、安定、環境をモットーとしながら、ダム水が必要とすることは矛盾しています。

　４　地下水は汚染されているのか

　第1回資料p７には、浄水場の水源井戸の汚染状況が書かれていますが、以下の点に注意すべきだと思います。

（1） 大腸菌はすべての井戸から検出されているようですが、市は、各井戸から検出された大腸菌の数を示すべきです。

（2） 嫌気性芽胞菌の検出状況を見ると、２００５年と２００６年は４か所の浄水場で検出されましたが、２００８年度は第４浄水場だけで、水質は良くなっているという見方も可能です。

（3） 鹿沼市地下水調査報告書には、「鹿沼市域の地下水は、溶存物質の量が少ない清澄な水である」と書かれています。鹿沼市は、地下水の水質に自信を持ってよいと思います。
　水源井戸から大腸菌が検出されたから、表流水を水源にするという結論に持っていこうというのが市の考え方だとすれば、とんでもない話です。

　２００８年度の第２次環境基本計画実績報告書p６３には、鹿沼市内の河川の水質が記載されています。どの河川からも、環境基準を超える大腸菌が検出されています。

　例えば、大芦川の大仁田橋下では、基準は５０MPN／100ml以下ですが、９８０MPN／100mlの大腸菌が検出されています。

　なお、上水道の取水地点となるはずの御幣岩橋地点で調査していないのは不思議です。

　５　資料を書いているのはだれか

　第1回資料p９には、地下水源を一部放棄しなければならないこと（２３，１８７m３／日を超えて取水してはならないこと）を前提に、「「安定した水量の供給」を満たすためには、表流水取水が必要ではある」と書かれていますが、いったいだれが市長の政策判断と矛盾することを書いているのでしょうか。

　佐藤信市長は、２００８年７月２２日の鹿沼市議会で「南摩ダムの水は使わない」、「取水施設や浄水場を建設すればカネがかかる」と答弁しています。市長が必要ないと言っているのに、「必要ではある」と書いているのは、だれなのでしょうか。

　科学的根拠があるなら、市長の発言と矛盾することもあり得るでしょうが、地下水源を一部放棄しなければならないという前提には上記のように、科学的根拠はありません。

　６　「取水可能量」とは何か

　第1回資料p９には、「取水可能量：地下水の揚水試験結果から得られた取水が可能な量」と書かれています。同ページには、取水可能量は、３７，５９０m３／日であると書かれています。ところが、第２回資料p１９図２．２には、３６，２９０m３／日と書かれています。どちらの数字が正しいのでしょうか。

　揚水試験の結果、３７，５９０m３／日を取水しても地下水障害が起きないということではないでしょうか。だったら、これが「適正利用量」となるべきです。

　資料には、適正利用量は、「地下水賦存量から求めた」と書いてありますが、全くの誤りです。水谷教授は、「上水道水源の地下水適正利用量は、各水源井戸で設定した警戒水位を基準に計算しているのですから、鹿沼市域の地下水収支とは関係ありません。」と言っています。

　要するに、「適正利用量」は、各浄水場の水源井戸の警戒水位を基準に計算しているので、警戒水位の設定の仕方によって変わってしまう代物なのです。だから、「地下水賦存量から求めた」というのは誤りです。

　第５次拡張変更計画では地下水調査について次のように書かれています（「鹿沼市水道事業変更認可申請書（第５次拡張変更）」p１−３−８）。


　ここには非常に重要なことが書かれています。

　地下水調査の結果は、「この期間の鹿沼市域の地下水貯留量は不足気味である」ということです。「この期間」とは、２００１年９月から２００２年８月までの期間のことです。1年間のデータを集めて「気味」という、幅を持たせた、傾向を示す言葉を使うこと自体が非科学的であることを示しています。

　また、「この期間の鹿沼市域の地下水貯留量は不足気味であることが明らかとなった。」から、いきなり「鹿沼市域における既設水道水源の地下水適正利用量は、総量２３，１８７m３／日（年間８４６万m３）という結果を得た。」という記述になっています。

　「鹿沼市域全体の地下水賦存量」を考慮して「既設水道水源の地下水適正利用量」を算出したのなら、両者を関連づける計算式が示されるべきですが、示されていません。両者に関連性はないからです。
　地下水調査で出した「適正利用量」は、絶対のものではありません。

　第５次拡張変更計画では、「新たな揚水試験結果に基づき適正揚水量を変更して計画する。」（「鹿沼市水道事業変更認可申請書（第５次拡張変更）」p１−３−９）とされており、地下水調査による「適正利用量」を勝手に変更しています。地下水調査による「適正利用量」は、絶対のものではないということです。

　７　「安定した水量の供給」とは何か

　市が目標とする「安定した水量の供給」の定義も重要です。

　市は、絶対に給水制限をしないことを目指しているのでしょうか。

　南摩ダムに参画して水利権を取得すれば、給水制限しなくてすむようになる　のかというと、そんなことはありません。

　なぜなら、「南摩ダムの利水計画は、5年に一度程度の渇水を対象としているため、計画以上の渇水では、利水計算上、ダムの利水容量がゼロになることがあり、この場合には渇水調整会議等で調整を行い、水利用を制限することになります。」（「思川開発事業　聞きたい　答えますQ＆A11」p10）と旧水資源開発公団が発行した冊子に書いてあるからです。１０年に1度の確率で発生する渇水になったら、給水制限は避けられないのです。南摩ダムに参画しても、せいぜい５年に1度の確率で発生する小さな渇水に備えるにすぎません。それも計算上のことで、実際に取水できるとは限りません。

　ともあれ、何をもって「安定した水量の供給」というのか、「安定した水量の供給」とは正味必要な水源よりどれだけ余裕を持った水源を持つことなのか、を市に確認しましょう。

　８　計画負荷率の設定の仕方の誤り

　第２回資料p１９の図２．２に1日最大給水量の実績と推計結果のグラフが示されています。実績と推計は全く連続していません。

　人口問題研究所の人口推計を用いた場合、1日最大給水量は３５，０００m３／日に満たない推計結果となっていますが、それでも過大であることは、グラフを見れば明らかです。

　第２回資料p２０には、図２．２のグラフが不連続な推移を示す理由として次のように書かれています。


　この考え方は、第５次拡張変更計画の考え方そのものです。

　第1回資料p９には、「あらゆる想定による検討の余地がある。」と書いていたのですから、第５次拡張変更計画の考え方をも検証する必要があるはずです。

　「あらゆる想定による検討の余地がある。」と書きながら、負荷率について第５次拡張変更計画の考え方を検証しないのは、矛盾しています。

　負荷率とは、給水量の変動の大きさを示すものです。値が小さいほど変動が大きいことを示し、変動に備えてたくさん水源を確保しなければならないことを意味します。

　資料には、「負荷率は過去の実績値の最小値を設定」するのが当然のように書かれていますが、市は、国の示すマニュアルを無視しています。

　国（厚生労働省）の外郭団体である日本水道協会が発行した「水道施設設計指針」（２０００年度版）p２５には、計画負荷率の設定の仕方について次のように書かれています。


　「計画負荷率は、実績値の最小値を用いる」とは、書かれていません。

　第５次拡張変更計画では、給水人口規模別負荷率や他の類似都市との比較を行った形跡はありません。

　負荷率は、都市の規模が大きくなるにつれて高くなる傾向があります。上記指針の図—１．２．４には、給水人口が５万人以上１０万人未満の都市では、平均で８３．０％となっています。

　ところが、第５次拡張変更計画では、計画負荷率を７５．２％としています。

　下図に示すように、鹿沼市上水道の負荷率は上昇傾向にあります。２００８年度の実績値は８８．８％です。ところが資料の執筆者は、これより１３．６ポイントも低い７５．２％（１９９６年度の実績値）が妥当だとしていますが、計画負荷率として妥当でないことは、グラフから明らかです。

　資料には、「（過去の実績値の）最小値を（計画負荷率として）設定することにより、季節的な水需要の大きな変動に対しても対応可能な水量を設定することが出来ます。」と書かれていますが、計画負荷率をマニュアルどおりに適正に設定しても困ることはないはずです。

　市は、計画規模を大きくしたいために負荷率の設定を操作していると受け取られても仕方がないと思います。
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実績：「栃木の水道」、「上水道のあらまし」

　９　表流水は必要ない

　第２回資料p２１には、「水需要結果」と題して次のように書かれています。


　とんでもない話です。

　だいたい「現況の計画」を前提とすることがおかしい。「あらゆる想定による検討の余地がある」（第1回資料p９）と書いているのに、「現況の計画」を前提とすることは矛盾しています。

　再度書きますが、給水人口のピークはせいぜい８万人でしょう。将来の１人１日最大給水量は４００リットルを見込めば十分でしょう。ならば、将来の1日最大給水量のピークは、３２，０００m３／日となります。

　鹿沼市上水道の保有水源は、３８，１００m３／日とされてきました。第1回資料に書かれている「取水可能量」で見ても３７，５９０m３／日あります。１９９５年度には、1日最大給水量３５，６３６m３／日を供給した実績があります。２００８年度の1日最大給水量は３０，００７m３／日です。

　そして、鹿沼市上水道の1日最大給水量は減少傾向にあります。

　そうであれば、将来の水需要は現有水源で十分まかなえます。

　「リスクマネージメントからは地下水源以外の別系統が望ましい」の「地下水源以外別系統」とは、鹿沼市の場合、表流水しかあり得ません。

　市長が代わり、「南摩ダムの水を使うつもりはない」と言っているのに、いつまで「ダムありき」の辻褄合わせをやるのでしょうか。

　「リスクマネージメントからは地下水源以外の別系統が望ましい」のであれば、水道水の水源が１００％地下水である熊本市や湧水や地下水源を原則とする諸外国の水道は、危機管理ができていないことになります。人口６７万人の熊本市が地下水だけで水道用水をまかなっています。どこがいけないのでしょうか。

　仮に水源井戸が1か所しかないのであれば、「危機管理の観点から表流水も確保しておいた方がいい」という議論は分かりますが、鹿沼市上水道の水源井戸は既に5か所（井戸の下図は２８本）に分散しています。

　すべての井戸で同時に汚染や枯渇が生じるとは思えません。危険は分散されています。

　地下水よりはるかに降水量に左右されやすく、細菌や農薬に汚染もされやすい河川水を地下水にブレンドすることが危機管理上プラスになるとは思えません。

　危機管理のためにどうしても水源を増やすというなら、地下水源の浄水場を増やす方が賢明です。そして、水源井戸を汚染と枯渇から守ることです。

　フランスの都市エビアンでは、水道水源となる泉の周囲１０km四方を自然保護区に指定し、工場や住宅の建設はもとより、周辺の農家は農薬の使用が禁じられています（２００９年１０月１１日の日本経済新聞に人間総合科学大学教授の藤田紘一郎氏がそう書いています。）。「公共水道の安全保持のためには、私的所有権の制限も止むを得ない」（鯖田豊之著「水道の思想」（中公新書）p１８５）というのがヨーロッパ諸国の常識です。

　危機管理を言うなら、このような水源の汚染を防ぐ努力をすべきです。

　１０　水源には優先順位がある

　鯖田豊之著「水道の思想」（中公新書）によると、ヨーロッパでは水源の選択を重視します。

　「ヨーロッパ諸国の水道関係の法規では「水源の選択」が重要な項目になる。たとえば、フランスでは湧水と地下水が優先される。」（p７８）と書かれています。

　「地表水を上水道の水源にできるのは、ほかに方法のない場合に限られる。地表水は最後の最後の頼り」（p７９）なのです。

　日本では、鹿児島市や前橋市のように、水道水源を地下水から表流水に切り替えてきましたが、ヨーロッパではあべこべに、ベルリンやハンブルクのように、表流水から地下水への切り替えが盛んだそうです（同p１８５）。

　とにかく、「ヨーロッパでは水道水源の選択に神経質で、やむをえないとき以外は手近な地表水に頼ろうとしない」（同p２２５）のです。

　水道水源に関する考え方は、日本とヨーロッパでは全く逆です。

　では、国は、「地下水源を使うな」という指導でもしているのでしょうか。

　１９９９年ごろだったでしょうか、私は、厚生省の水道課長の三本木という人と話す機会を得ました。私は、「国は「できるだけ地下水源を使うな」という指導を自治体にしているのか」と聞きました。答えは、「そのような指導はしていない」とのことでした。課長は、「地下水も立派な水源である」と言っていました。各自治体が勝手に地下水から表流水に切り替えているだけです。

　

　１１　表流水を水源とすると危機管理が大変になる

　「表流水を水道水源にするには、集中豪雨期の水をダムに貯め、渇水にそなえなければならないが、カラ梅雨やカラ台風のときは大変である。」（「水道の思想」p２１４）。

　「１９９４（平成６）年の全国的な渇水ではあちこちのダムの貯水量が激減し、多くの都市が給水制限に追い込まれた。」（同p２１５）のですが、ほとんどの鹿沼市民は記憶にないと思います。水源が地下水の自治体では、渇水の被害は少ないのです。地下水１００％は、降水量の影響を受けにくいので、渇水に強いのです。

　「表流水を水源にする日本の水道は、京都などを別にすれば、いつ、あまり成功しない危機管理に追い込まれるか、分からない。」（同p２１５）のです。

　１２　おいしい水と表流水確保は矛盾する

　第２回資料p２３には、「おいしい水の供給」とありますが、第1回資料p９には「表流水取水が必要」と書かれており、矛盾します。表流水を使えば、「滅菌処理のみ」というわけにはいかなくなります。地下水だけの方がうまい水道水になることは、水道部の職員も否定しないはずです。

　地下水に表流水を加えることを企んでいて、「おいしい水の供給」などと言えないはずです。

　１３　地盤沈下対策が必要か

　第２回資料p２４には、「地盤沈下対策への配慮」と書かれていますが、鹿沼市上水道の水源地域で地下水の過剰なくみ上げのために地盤沈下したという話を聞きません。

　市の浄水場で地盤沈下を起こした実例があるのなら、あるいは地盤沈下が起きる可能性のある場所があるなら、市は提示すべきです。鹿沼市で地下水の過剰利用による地盤沈下は、問題になっていないし、今後も問題になるとは思えません。

　地下水の利用を抑制する理由として、地盤沈下を持ち出すのが手っ取り早いですが、鹿沼市には当てはまらない理由だと思います。

　市は、表流水を確保することを正当化するために地盤沈下対策を持ち出している可能性があります。なぜなら、第２回資料p２５で、「地下水は、取水量の抑制を図っていく必要があります。」と書かれているからです。地下水の取水量を抑制していったら、水源が不足し、表流水を確保するしかなくなります。

　鹿沼市のように、地盤沈下の実績がない市で地盤沈下対策を持ち出すのは、実に奇妙です。

　１４　節水をする気があるのか

　第２回資料p２４に「節水PRによる水源水量の確保」が掲げられていますが、市が本気で取り組んでいるとは思えません。

　鹿沼市の渇水は冬期に起こりやすいのが特徴です。

　水道週間間近に発行される「広報かぬま」に年に一度だけ「節水」の文字が載ることがありますが、近年、肝心の冬期に市は節水を呼びかけていません。

　市民に節水されたら、料金収入が減ります。

　市は、水源に余裕があるから、節水よりも料金収入を優先しているのだと思います。

　市の水道料金の基本水量は１０m３／月です。５m３使っても１０m３使っても料金は同じです。これでは市民の節水意欲は湧きません。市が本気で節水してほしければ、基本水量制をなくすべきです。基本水量を少なくとも５m３に引き下げるべきです。

　そうすれば、小口利用者は、真剣に節水を心がけ、水源にさらに余裕ができることになります。料金収入が減ったら、施設はどうやって維持するのか。節水しない利用者がより多く負担すべきです。料金の値上げも必要かもしれません。

　しかし、みんなが節水すれば、施設の規模を大きくしないで済みますから、それほど大幅な値上げにはならないはずです。

　使わないダム水のために値上げすることだけは避けるべきです。

　１５　足利市や佐野市の二の舞を演じるな

　足利市は、草木ダムに０．３m３／秒（２５，９２０m３／日）の工業用水の水利権を持っています。松田川ダムには、水道用水の水利権を０．０６m３／秒（５，１８４m３／日）持っています。しかし、どちらも全く使っていません。

　佐野市は、草木ダムに、０．３m３／秒（２５，９２０m３／日）の水道用水の水利権を持っていますが、全く使っていません。

　塩谷町、さくら市及び茂木町は、東荒川ダムに合計で０．２１６m３／秒の水道用水の水利権を持っていますが、全く使っていません。

　「塩谷町で使っている」という人がいるかもしれませんが、ダムのはるか上流から取水しており、「ダムでためた水を使っていない」のです。ダムの水を使っていることにしているだけです。擬制です。みなすということです。「塩谷町で東荒川ダムの水利権を使っている」と言うことは、「ダムなしに水利権を許可しても問題ない」と言っているだけです。

　鹿沼市では、市長が表流水の取水施設や浄水施設を建設しないと言っているのですから、足利市、佐野市等と同様、水利権は持っているが使わないという状態に陥ることは、目に見えています。足利市、佐野市等は、水需要の見通しを誤った結果、過剰に水源を抱え込んだのです。鹿沼市は、足利市、佐野市等の二の舞を演じてはならないはずです。行政は、いつまでこのような無駄を続ければ気が済むのでしょうか。企業なら、過剰な設備投資は倒産の危機を招きます。水道事業は企業会計で経営されていますが、無節操にダム事業に参加してきた自治体が多く、実際は親方日の丸です。

　鹿沼市長は、「水のことですから、どうしてもなくなれば表流水ということを否定するわけにはいかない。したがって、南摩ダムにつきましても、水利権を持つということについては、これは私も了解をいたしているところであります。」（２００８年７月議会）と言っています。

　しかし、政策は科学的に、確率的に決めるべきです。「どうしてもなくなれば」という事態がどれくらいの確率で発生するのでしょうか。鹿沼市上水道の歴史において、「どうしてもなくな」ったときなどありませんでした。適切に拡張計画を立てて執行してきたためかもしれません。しかし、今、執行中の計画が本当に適切なものかが問われています。

　市では、水源どれくらい不足するのかを予測するために、１５年とか２０年先を見通して水道計画を策定しているはずです。

　市長は、水利権を確保する必要があると言うならば、「（水が）どうしてもなくな」るという事態が起きるということを科学的に説明すべきです。

　抽象的に「どうしてもなくなれば」と言うだけでは、ダム事業に参画する理由にならないと思います。漠然とした不安によって水源を確保しなければならないとしたら、財源や環境破壊を無視してでも水源を無限に確保していかないと安心できないことになります。そんなやり方は民意でもありません。水道行政もはやり民意に基づいて執行することが必要です。

　１６　導水管の影響を受ける地区の水をどうするのか

　アンケートの結果を見ると、「南摩ダムに水を取られたら、将来どうなるのか不安です」（第２回資料p９）という住民の意見があります。類似の意見がたくさんありました。多くの住民が導水管工事に不安を持っています。

　太田会長は、「ダムの是非について議論はしない」（第1回会議録p２）と言いますが、導水管工事によって板荷地区などの住民の生活用水となっている井戸水や沢水がかれるおそれがあるのですから、導水管に関する議論を避けられては、これらの地区の住民にとっては意味のない水道ビジョンにしかなりません。

　導水管を議論する以上、「導水管を引かれた後でどうするのか」ではなく、そもそも導水管を布設する必要性があるのか、つまり思川開発事業の必要性にさかのぼって議論する必要があります。

　懇談会としては、思川開発事業の必要性についてまで調査して結論を出す権限は与えられていないと思いますが、「市が水資源機構の説明を真に受けるのではなく、導水管の影響を独自に調査すべきである」というような提言をすべきかという議論は、懇談会においてしてもおかしくないし、むしろすべきだと思います。

　「あらゆる想定」をするなら、水資源機構の「導水管による影響はない」という説明が正しくないことをも想定して議論すべきです。
第４　まとめ

　市が独自に行う人口推計は、すべてデタラメですので、無視すべきです。

人口推計は、国による推計を使えば足りるのです。

　一番大きな問題は、地下水調査の呪縛を解くことだと思います。

　「上水道における地下水の適正利用量は２３，１８７m３／日である」とい

う地下水調査報告書の結論に科学的根拠はありません。こんな報告書にしば

られていては、まともな水道ビジョンは描けません。

　栃木県内の鬼怒川水系の都市で、水道水源に河川水を使っているのは、小

山市と野木町だけです。足利市も佐野市も栃木市も下野市もすべて地下水１

００％を水源としています。そのどこがいけないというのでしょうか。

　最も大事なことは、鹿沼市は地下水を水道水源とし続けることだと思いま

す。ここさえ間違わなければ、鹿沼市の水道行政が大きく踏み誤ることはな

いように思います。

　思川開発事業が中止になるかどうかは、予断を許さない状況にあります。

南摩ダムへの導水管の問題は、板荷や加蘇の住民にとっては死活問題なので

すから、市は、受け身でなく、積極的に対応すべきだと思います。

























●過去及び現況の計画から見た場合、安定供給を行うためには新たな水源の確保は必要となる見通しです。（リスクマネージメントからは地下水源以外の別系統が望ましい）





　計画負荷率の設定に当たっては、長期的傾向を把握するとともに過去の実績値や図—１．２．４の給水人口規模別負荷率、さらに他の類似都市との比較を行い、気象による変動条件にも十分留意して計画値を決定するものとする。





本資料の負荷率は過去の実績値の最小値を設定しています。


（過去の実績値の）最小値を（計画負荷率として）設定することにより、季節的な水需要の大きな変動に対しても対応可能な水量を設定することが出来ます。





　年間の正味の地下水流入量７，０２６万m３に対し、地下水揚水量と下流域への地下水流出量の合計は７，９９２万m３であり、地下水流入量を上回る。したがって、この期間の鹿沼市域の地下水貯留量は不足気味であることが明らかとなった。


　鹿沼市域における既設水道水源の地下水適正利用量は、総量２３，１８７m３／日（年間８４６万m３）という結果を得た。





　鹿沼市の地下水位に関しては長期的な低下傾向が全くみられない。これは鹿沼市の地下水収支がマイナスでないことを示す動かしがたい事実である。


　地下水位に長期的な上昇傾向はみられないけれども、低下傾向がないという事実は、余剰となった地下水が下流域に流出していること、（つまり）収支がプラスであることを示唆している。











　鹿沼市域における上水道事業では、今後市民生活にとって安全で安定的な水道供給量として５０，５００m３／日、すなわち年間１，８４３万m３を計画（第5次拡張計画による）している。水供給量である既設の上水道水源の地下水適正利用量と比べると、新たに年間９９７万m３の水源を確保することが必要である
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